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日本政府による米軍普天間飛行場代替施設建設事業における 
土砂投入に対する抗議 

  

 

公益財団法人 日本自然保護協会 

理事長  亀山 章 

 

 

日本政府は米軍普天間飛行場代替施設建設事業（以下、「同事業」）に伴う名護市辺野古

沿岸部への土砂投入を 14 日に開始した。沖縄島周辺で最大の規模である海草藻場に土砂投

入することは、この海域の自然に不可逆的な影響を与えるものである。日本自然保護協会

は、生物多様性豊かな自然環境を守る活動に取り組む立場から、生物多様性豊かな自然環

境を有する場所において工事を進めることに対し強く抗議する。 

 

日本自然保護協会（2013）や日本生態学会等（2014）が指摘してきたように本事業にお

ける環境影響評価は科学性に問題があり、アメリカの海洋哺乳類学者トーマス・ジェファ

ーソン氏も米ジュゴン訴訟におけるやり取りで「アセスは非常に不十分で科学的検証に耐

えられるものではない」と意見を述べている。 

 

私たちは、2014 年以降、ジュゴン個体 C の行動が変化したことやコンクリートブロック

の投入などで環境への影響がすでに生じていることを指摘してきた。最近になりジュゴン

の個体 A も行方不明になっていることがわかっている。また、本年 9 月から 10 月の同事業

の中止期間に日本自然保護協会が実施した調査において、海草藻場やサンゴ類はまだ豊か

であるものの、海草の種類の減少や地形と生態系の変化などすでに工事の影響が及んでい

ることも確認されている。 

 



 8 月 31 日に沖縄県が公有水面埋立承認を撤回した際の根拠である、政府の環境保全措置

の不備は改善が見られていないうえに、今回の土砂投入について沖縄県は岩礁破砕許可に

違反するとの認識である。 

 

今年は国際サンゴ礁年であり、世界的にサンゴ礁保護への取り組みが強化されている。

また 10月 21日から 29日までアラブ首長国連邦の首都ドバイで開催されたラムサール条約

第 13 回締約国会議において、海草藻場の大切さとウミガメの産卵地の保全に関する決議が

採択され、世界的にその大切さが再認識され保全に向けて努力することが合意されたばか

りである。工事再開は世界的な生物多様性保全の流れに逆行するものであり、ただちに工

事を中止すべきである。 
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